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平成 22 年（2010 年） 
３月 

10 月 

市 

世界 

函館市環境基本計画［第２次計画］策定 

「生物多様性戦略計画 2011-2020 及び愛知目標」採択 

平成 24 年（2012 年） 
４月 

９月 

国 

国 

第四次環境基本計画策定 

生物多様性国家戦略 2012-2020 策定 

平成 27 年（2015 年） 
９月 

12 月 

世界 

世界 

「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」採択 

「パリ協定」採択 

平成 28 年（2016 年） 
５月 

12 月 

国 

国 

地球温暖化対策計画策定 

持続可能な開発目標（SDGs）実施指針策定 

平成 30 年（2018 年） 

４月 

６月 

11 月 

国 

国 

国 

第五次環境基本計画策定 

気候変動適応法制定 

気候変動適応計画策定 

令和元年（2019 年） 

５月 

５月 

５月 

６月 

国 

国 

国 

国 

プラスチック資源循環戦略策定 

海洋プラスチックごみ対策アクションプラン策定 

食品ロスの削減の推進に関する法律制定 

パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略策定 

 １ 計画策定の趣旨 

第  章  １ 計画の基本的事項 

環境問題に関する主な動向 

本市では，平成 11 年（1999 年）９月に，良好な環境の将来の世代への継承および持続的に発展

する社会の構築などを基本理念とした函館市環境基本条例を制定し，その基本理念の着実な実現に

向け，環境の保全および創造に関する施策を総合的・計画的に推進することを目的として，平成 12

年（2000 年）３月に函館市環境基本計画［第１次計画］，平成 22 年（2010 年）３月に函館市環境

基本計画［第２次計画］を策定し，各分野で環境保全のための取組を進めてきたことにより，本市

の環境の状況は，おおむね良好に推移しています。 

一方，近年の環境問題に関する世界の動向を見ると，平成 27 年（2015 年）に持続可能な開発目

標（SDGs）を掲げる「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」や地球温暖化対策の新たな国際

枠組みとしての「パリ協定」が採択されたほか，海洋プラスチックごみ問題や食品ロスの問題，生

物多様性の損失など，地球規模での環境問題に対する国際的な取組が活発化してきています。 

また，国では，こうした国際的な動向を踏まえ，それぞれの問題に応じた取組を展開していくこ

ととしており，関係する法律を整備するとともに，各種計画などを策定しながら，各分野の施策を

推進していこうとしています。 

こうしたなか，［第２次計画］の計画期間が令和元年度（2019 年度）までとなっていることから，

今後も函館市環境基本条例の基本理念の実現に向け，近年の環境問題に関する動向や本市の環境の

状況に適切に対応していくため，函館市環境基本計画［第３次計画］を策定するものです。 
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● 函館市環境基本条例第８条に基づき策定するものです。 

● 函館市基本構想に基づくまちづくりを環境面から実現していく役割を担います。  

● 各環境分野における環境目標や，具体的な施策の方向性などを明らかにし，各種計画および 

 施策の環境に関連する分野を立案・実施するにあたっての基本となるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

函館市環境基本計画［第３次計画］ 

函館市基本構想 函館市環境基本条例 

環境関連分野が含まれる各種計画など 

個別計画など 

函館市環境基本計画の位置付け 

 ２ 計画策定の目的 

 ３ 計画の位置付け 

・ 函館市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

・ 函館市環境配慮率先行動計画 

・ 函館市公共事業環境配慮指針 

・ 函館市一般廃棄物処理基本計画 

・ 函館市廃棄物処理施設整備基本計画 

・ 函館市分別収集計画 

・ 函館市環境教育・環境学習推進基本方針 

 

・ 函館市住宅マスタープラン 

・ 函館市地域新エネルギービジョン 

・ 函館市上下水道事業経営ビジョン 

・ 函館市都市計画マスタープラン 

・ 函館市立地適正化計画 

・ 函館市地域公共交通網形成計画 

・ 函館市交通事業経営ビジョン 

・ 市街化調整区域の環境形成に関する基本方針 

・ 函館市森林整備計画 

・ 函館市緑の基本計画 

・ 函館市地域材利用推進方針 

・ 函館市都市景観形成基本計画 

・ 函館市鳥獣被害防止計画 

・ 函館市景観計画 

・ 都市景観形成地域景観形成計画 

・ 函館港港湾計画 

・ 函館市観光基本計画 

・ 「ガーデンシティ函館」の実現をめざして 

・ 函館市西部地区再整備事業基本方針 

・ 函館市除雪計画 

・ 函館市空家等対策計画 

・ 函館市教育振興基本計画 

・ その他 

 

函館市環境基本条例第３条の基本理念の着実な実現に向け，環境に関する広範な施策を市民，事

業者および市がそれぞれの責務を自覚し，自主的かつ積極的に取り組むとともに，相互に協力し連

携しながら総合的・計画的に推進するために策定するものです。 

 



3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象地域は市内全域とし，対象とする環境の分野は，函館市環境基本条例第７条に規定する施策 

の策定等に係る基本方針などを踏まえ，地球環境，自然環境，快適環境および生活環境とします。 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

令和２年度（2020 年度）から令和 12 年度（2030 年度）まで 
 

 ４ 計画期間 

 ５ 計画の対象範囲 

● 地球温暖化の防止や環境への負荷の少ない循環型社会の形成による地球環境の保全 

● 生物多様性の確保および森林，緑地，水辺等における多様な自然環境の保全 

● 自然とのふれあいの確保や都市景観の形成などによる潤いと安らぎのある快適環境の創造 

● 大気・水・土壌などが良好な状態に保持された生活環境の保全 

 

函館市の木・花・鳥・魚 コラム 

おんこ（いちい） 

昭和 50 年４月１日制定 

常緑針葉樹で昔から庭木

として，公園や家庭で植えら

れています。また，赤い実を

つけることから小鳥を呼ぶ

木としても知られています。

現在では名木・古木が多く，

品位と長寿を誇る木として

親しまれており，四季を通じ

て緑を提供してくれる函館

の代表的な木です。 

半落葉低木で様々な種類

がありますが，道南ではやま

つつじが多く自生しており，

函館でも見られます。函館山

の一角はこの花群で華やか

に彩られ，初夏を伝える花と

して市民に広く親しまれて

います。 

函館山をはじめ市街地周

辺に多く生息し，樹木の多い

公園だけでなく，人家の庭先

にもしばしば姿を見せてく

れる愛らしい鳥で，一年中見

られます。その姿は，色彩が

豊かなため容易に識別する

ことができます。また，「市

の木」であるおんこの実を好

むため，函館のシンボルとし

てふさわしい鳥です。 

ヤマガラ 

昭和 62 年５月 10 日制定 

つつじ（やまつつじ） 

昭和 50 年４月１日制定 

イカ 

平成元年８月１日制定 

函館市では昔から日本海

を南から北に回遊する「スル

メイカ」が漁獲され，イカ珍

味加工品の生産地として有

名です。また，「イカ刺し」を

はじめとした新鮮な魚介類

は，観光客の味覚を楽しま

せ，夏から秋にかけて見られ

る，イカ釣り漁船の「漁り火」

は，函館の夜景をさらに彩る

素材となっており，市民にも

親しまれています。 

  

市の木 市の花 

市の鳥 市の魚 

本計画の計画期間は，本市の環境の状況を踏まえながら，施策の着実な進展を図るため，また，

社会情勢を踏まえ，「持続可能な開発目標（SDGs）」の目標年次に合わせ，令和２年度（2020 年度）

から令和 12 年度（2030 年度）までの 11 年間とします。 

また，本計画については，的確な進行管理を行うとともに，令和７年度（2025 年度）を中間目標

年次とし，計画の達成状況や社会情勢の変化などを勘案し，必要に応じて計画の見直しを行うこと

とします。 
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出典：国連広報センター 「持続可能な開発目標（SDGs）」  

 ６ 計画と SDGs との関連性 

SDGs についてもっと知ろう！ コラム 

私たちの生活は，経済発展や技術開発により豊かで便利に

なりましたが，生物多様性の損失や人口増加に伴う水や食

料，エネルギーなどの枯渇問題，さらには，地球温暖化に伴

う気候変動への対応など地球規模での問題が起きています。 

これを解決し，持続可能な社会の形成に世界全体で取り組

むため，2015 年９月に開催された国連総会において，「持続

可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択されました。 

このアジェンダでは，人間，地球および繁栄のための行動

計画として SDGs が定められ，「誰一人取り残さない」こと

を掲げ，全ての国は，このアジェンダをもとに，2030 年ま

でに，持続可能な開発のための貧困や飢餓，ジェンダー，気

候変動などに関する諸目標を達成するために力を尽くすこ

ととしています。 

日本においても，内閣総理大臣を本部長とする「持続可能

な開発目標（SDGs）推進本部」を設置し，政府や地方自治

体，企業などの役割などを示す「持続可能な開発目標（SDGs）

実施指針」を定めています。 

～SDGs の 17 の目標～ 
① 貧困 

② 飢餓 

③ 保健 

④ 教育 

⑤ ジェンダー 

⑥ 水・衛生 

⑦ エネルギー 

⑧ 成長・雇用 

⑨ イノベーション 

 

⑩ 不平等 

⑪ 都市 

⑫ 生産・消費 

⑬ 気候変動 

⑭ 海洋資源 

⑮ 陸上資源 

⑯ 平和 

⑰ 実施手段 

SDGs は，持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）の略で，平成 27 年（2015 年）

９月に国連総会で採択され，持続可能な世界を実現するための 17 の目標と 169 のターゲットで構

成される令和 12 年（2030 年）までの国際社会共通の目標です。 

SDGs には，経済・社会・環境をめぐる幅広い分野にわたる目標が掲げられており，気候変動を

はじめ，海洋保全や生物多様性など，環境に関する項目が多く含まれていますが，本計画の施策を

推進することにより，SDGs の実現に資することにつながるものです。 

 


